
様式第２号（第２条関係）別紙 

 

事業計画書 

 

１ 会社の沿革と現況 

 ⑴ 会社の沿革と現況 

年月 内     容 備  考 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

⑵ 役員一覧表 

役   名 氏   名 備  考 

   

   

   

   

   

   

   

 

２ 支店・出張所一覧表（名称・所在地・代表者） 

名   称 所 在 地 代表者 

   

   

   

   

   

   

１～５については、会社の概要等について記載して頂こう

とするものです。 

パンフレットや決算書で内容が確認できる場合は該当す

るページをご記入ください。 

主な内容を記載ください。 

※パンフレット等で内容を確認できる場

合は、別紙パンフレット○Ｐに記載でも

可 

※パンフレット等で内容を確認できる場

合は、別紙パンフレット○Ｐに記載でも

可 

 

※パンフレット等で内容を確認できる場

合は、別紙パンフレット○Ｐに記載でも

可 

 



３ 工場等一覧表 

 ⑴ 工場等名・所在地 

工 場 等 名 所 在 地 

  

  

  

  

  

  

 

 ⑵ 建設投下固定資産額（うち有形償却資産額）                     

工 場 等 名 建設投下固定資産額（円） 
建設投下固定資産額の 

うち有形償却資産額（円） 

   

   

   

   

   

計   

 

 ⑶ 工場等用地の面積・取得価格                  

工 場 等 名 用地の面積（㎡） 取得価格（円） 

   

   

   

計   

 

 ⑷ 生産品目・生産量・生産額・従業員数 

工場等名 生 産 品 目 生産額（円） 従業員数（人） 

    

    

    

    

計    

 

 

既存の工場を全て記載 

※パンフレット等で内容を確認できる場

合は、別紙パンフレット○Ｐに記載でも

可 

別紙決算書○Ｐに記載 

※既存の工場全てについて記載 

※建設投下固定資産額は決算書の貸借対照表の固定資産、

うち有形償却資産額のうち有形償却資産額は決算書の貸借

対照表のうち有形固定資産を指す 

既存の工場全てについて記載 

既存の工場全てについて記載 



４ 資本金・株式総数・発行済株式総数・額面 

資 本 金                円 

株式総数                株 

発行済株式総数                株 

額   面                円 

 

５ 主要株主名簿（氏名・住所・所有株式数・対発行済株比） 

氏 名 住    所 
所 有 

株式数 
対発行済株比(％) 

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙パンフレット（決算書）○Ｐに記載 ※パンフ

レット（決算書）等で確認できる場合 

 

別紙パンフレット（決算書）○Ｐ

に記載 ※パンフレット（決算

書）等で確認できる場合 

 

 



６ 指定を受けようとする対象施設の新・増設計画 

 ⑴ 新・増設等に係る事業計画の概要 

 

 

 

 

 

 ⑵ 土地（所在地・用地面積・単価・取得価格・取得年月日） 

  ※建設工事着手予定日より１年前に購入した土地について記載すること。 

 

 

⑶ 建物及び附属設備（名称・構造・棟数・建床面積・延床面積・取得予定価格） 

名 称 構   造 棟数 
建床面積 

（㎡） 

延床面積 

（㎡） 

取得予定 

価格(円) 

      

      

      

      

      

計      

 

 

 

 ⑷ 構築物（名称・構造・仕様・数量・取得予定価格） 

名 称 構   造 仕 様 数量 
取得予定 

価格（円） 

     

     

     

     

     

計     

所在地 用地面積(㎡) 単価（円） 取得価格(円) 取得年月日 

     

     

     

６は今回指定を受けようとする工場等の建設・設置計画に

ついてご記入頂くものです。 

 

【記入例】 

最近の電子部品の需要増加に対し、スマートフォン用Ａ部品等の生産能力の拡大と供給の安

定を図るため、隣接する用地に工場を増設し、関係機器を導入する。 

⑶～⑻は今回の新・増設等計画の各種項目について見積書等を参考に記載してください。 

※該当のない箇所は空白で構いません。 

 

 



 ⑸ 機械及び装置（機械名及び装置名・台数・仕様・取得予定価格） 

機械及び装置名 台数 仕様 
取得予定 

価格(円) 

    

    

    

    

    

    

合計    

 

⑹ 航空機（航空機名称・台数・仕様・取得予定価格） 

航空機名称 台数 仕様 
取得予定 

価格(円) 

    

    

    

合計    

 

⑺ 車両及び運搬具（車両及び運搬具名称・台数・仕様・取得予定価格） 

車両及び運搬具 

名     称 
台数 仕様 

取得予定 

価格(円) 

    

    

    

合計    

 

⑻ 工具、器具及び備品（工具、器具及び備品名称・台数・仕様・取得予定価格） 

工具、器具及び

備 品 名 称 
台数 仕様 

取得予定 

価格(円) 

    

    

    

合計    

 

 

新設・増設・更新等される機械及び装置についてご記入く

ださい。 

※更新等の場合は、おおむね３０％以上の生産能力が増加

することが条件です。 

 



⑼ 電力・用水・輸送計画 

 ア 電力使用計画（kW/年間） 

区 分 買 電 自家発電 合 計 

使 用 量 
 

  

 

 イ 用水使用計画（㎥/年） 

区 分 上水道 地下水 合 計 

使 用 量    

 

 ウ 輸送計画（ｔ/年） 

区 分 手段 量 

原材料 陸送 160/年 

製 品 陸送 300/年  

合 計   

 

⑽ 投下固定資産の種類別単価及び総額一覧表設備別投下額(うち土地代・建物及び 

附属設備代・構築物代・機械及び装置代)及び合計額  

種 別 取得予定価格（円） 

⑵ 土地代  

⑶ 建物及び附属設備代  

⑷ 構築物代  

⑸ 機械及び装置代  

⑹ 航空機代  

⑺ 車両及び運搬具代  

⑻ 工具、器具及び備品代  

合 計  

  

⑵～⑻の合計価格を記入ください。 

新増設後の年間使用計画につい記入してください。 

新増設後の年間使用計画につい記入してください。 

新増設後の輸送計画について記入してください。 



⑾ 生産工程表 

主な生産品目 生産予定量（年間） 生産予定額（年間） 

スマートフォン関連部品 120,000個 360,000千円 

自動車用コネクタ 360,000個 200,000千円 

合 計  千円 

  ※生産工程表添付 ※製品の作業工程が記載されたものに、今回新・増設等される     

          機械がどの工程で使用されるか分かるように作成してください。 

  工程表例 

  スマートフォン関連部品 

 

 

 

     Ａ・Ｂ      Ｃ・Ｄ    Ｅ・Ｆ・Ｇ    Ｈ・Ｉ 

   ※➀～④は具体的な作業内容、Ａ～Ｉは新・増設等予定の機械及び装置名  

    を記載してください。 

 

 

⑿ 事業所敷地全体の平面見取図  ※住宅地図等で建物の位置が分かるもの 

⒀ 建設予定家屋の平面図     ※機械の増設等の場合でも機械が設置される予 

定の家屋の平面図等を準備してください。 

⒁ 機械設備の配置図       ※新・増設に伴う機械設備の配置図を準備して 

                 ください。 

⒂ 従業員数（職種別・男女別）                  単位：人 

 
正 社 員 その他 

（パート等） 
計 

事務職 技術職 

男     

女     

合計     

  ※今回の新・増設による新規従業員数について記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新・増設に係る予定を記入 

 

➀ 

 

② 

 

 

③ 

 

 

④ 

 



 

⒃ 建設資金（調達先の名称・金額・設備運転資金の別） 

自己資金  円 

借入金 円 

合計 円 

 

借入金内訳 

金  額 借 入 先 

円  

円  

合計 円  

 

設備資金（土地・建物・機械等)  円 

運転資金 円 

合計 円 

 

⒄ 工事期間 

 

項 目 年月日 備 考 

用地取得年月日 令和  年  月  日 取得先： 

工事着工予定年月日 令和  年  月  日  

工事完了予定年月日 令和  年  月  日  

試運転予定期間 
令和  年  月  日 ～ 

令和  年  月  日 

 

操業予定年月日 令和  年  月  日  

 

 

⒃の合計は６⑽の合

計と一致すること 

借入金内訳の合計

が⒃の借入金と一

致すること。 

６⑽の合計を設備資

金、運転資金別に振り

分ける 


